様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 令和３年１２月２８日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ばうんだりぎょうせいしょしほうじん
                          　一般事業主の氏名又は名称 バウンダリ行政書士法人
（ふりがな ）ささき　しんたろう
                   　　　　（法人の場合）代表者の氏名　佐々木　慎太郎   印
住所　　　　　〒980-0802
宮城県仙台市青葉区二日町７番３２号

法人番号　5370005010077　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「当社におけるDX推進における基本方針について」


	公表日
	令和３年９月５日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：WEB
公表場所：当社ホームページ
URL：https://boundary-gyouseisyoshi.com/news/3244/
該当ページ：P１ 26行目～39行目「基本方針について」

	記載内容抜粋
	３　基本方針について
こうした環境の中、当社としてはお客様の利益を最大限に図るために、デジタルへの変革（DX）のための各種基盤・体制を推進しております。
行政書士は「代書屋」や「書類屋」とも言われたりしますが、デジタル化が進めば書類の作成業務などの単純業務はAIにより代行が進み、そのほとんどが行政書士に頼む必要がなくなってしまうことでしょう。
当社はただの「代書屋」ではなく、DXを推進し、データやデジタル技術を活用してお客様のニーズやお困りごとを最大限に汲み取り各種申請代行をさせていただき、ひいてはデジタル・デバイドの是正及び国民の権利利益実現のため、デジタル化社会に即応し進化し続ける行政書士法人でありたいと考えております。
基本方針
Ⅰ　データやデジタル技術を活用してお客様のお困りごとを解決
Ⅱ　自動化、省力化を追求した迅速な申請
Ⅲ　デジタルデバイドの是正及び国民の権利利益の実現


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	ホームページ公開にあたり、意思決定機関である代表社員の承認を得た上で実施



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「当社におけるDX戦略について」

	公表日
	令和３年９月２４日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：WEB
公表場所：当社ホームページ
https://boundary-gyouseisyoshi.com/news/3247/
該当ページ：P１　1行目～5行目「基本方針達成のための3本柱」
該当ページ：P１ 6行目～10行目「お客様の利益に最大限に資するように力を入れていること」

	記載内容抜粋
	「基本方針達成のための3本柱」
当社基本方針のⅠ「データやデジタル技術を活用してお客様のお困りごとを解決」、Ⅱ「自動化、省力化を追求した迅速な申請」、Ⅲ「デジタルデバイドの是正及び国民の権利利益の実現」のもと、①「DX推進部の創設」、②「デジタル技術活用による業務効率・改善、コスト削減」、③「デジタル技術の活用による許認可申請の変革」を３本柱として、社内全体のDXを推進していき、お客様の利益に最大限資するように努めて参ります。

「お客様の利益に最大限に資するように特に力を入れていること」
・申請におけるRPA（Robotic Process Automation）の開発・推進
・AI導入による申請要件の判断
・無人航空機飛行許可申請作成の自動化と気候上、法令上の飛行条件を一元的に管理するアプリの作成に参画

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	ホームページ公開にあたり、意思決定機関である代表社員の承認を得た上で実施



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページ
https://boundary-gyouseisyoshi.com/news/3247/
該当ページ：P１ 11行目～14行目「DX推進部とDXプロジェクト」

	記載内容抜粋
	組織の体制としては更なるDX推進のために2021年9月16日にDX推進部を発足するとともに、『DX推進プロジェクト』を立ち上げました。
組織の体制としては更なるDX推進のために2021年9月16日にDX推進部を発足するとともに、『ＤＸ推進プロジェクト』を立ち上げました。ＤＸ推進プロジェクトは、当社だけでなく、提携先、行政に対しても積極的にＤＸ推進を働きかけ、その価値観を共有することによって、許認可申請及び行政処分における自動化、AIによる審査の実現を目標として動いています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページ
https://boundary-gyouseisyoshi.com/news/3247/
該当ページ：P１ 15行目～19行目「最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策」

	記載内容抜粋
	最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策としては、共有フォルダの一部クラウド化、リモートワーク環境の構築、ZOOM等のWEB会議の積極活用、ペーパレス化、SNSを活用した広告活動、電子契約の積極的な活用、FAXの電子化、クラウド型CTIサービスの導入、クラウド型ERP の導入などの施策を既に実施しており、今後の課題はクラウドERPのへの更なる情報の集約化及びAI活用のためのデータの蓄積だと認識しております。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「当社におけるDX戦略について」

	公表日
	令和３年９月２４日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：WEB
公表場所：当社ホームページ
https://boundary-gyouseisyoshi.com/news/3247/
該当ページ：P１　20行目～21行目「定量的な指標の設定」

	記載内容抜粋
	以上の戦略達成のため、DXおよびIT活用に関する取り組みの成果を含めた総合的な定量計画指標として「最終年度ROE12%以上」を目標としております。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	令和３年１０月１４日

	発信方法
	当社ホームページ
https://boundary-gyouseisyoshi.com/news/3251/

	発信内容
	代表社員佐々木慎太郎より以下メッセージを発信

「昨今、政府が主導でDXを推し進めてはいますが、許認可制度について言及すると、無人航空機飛行許可申請など比較的最近になってできた許認可制度は電子申請が一般的である一方で、農地転用における届出・申請や古物商申請等の地方行政に権限が委譲されている既存の許認可制度は未だに窓口での申請しか受付けておらず、デジタル化・ＩＴ化とは程遠いレベルにあるのが現状です。
そんな中、市民に対しては「街の法律家」として、目まぐるしく変わっていく電子申請の制度に関する情報発信をし、社会のデジタルデバイドの是正の一旦を担い、一方で、行政側に対しては「DXに取り組んでいる行政書士」として、電子申請が実装されていない分野についての提言や将来的な行政処分の自動化、AIによる申請の審査についての議論をして積極的に働きかけていきたいと考えています。」



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　令和３年９月頃　～令和３年１２月頃

	実施内容
	・DX推進指標自己診断フォーマット提出
・提出時点における課題の把握、及び次年度を見据えた定量的な目標値の設定は明確化している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　令和３年１０月頃～現在

	実施内容
	①社員及び従業員に対し、情報セキュリティ意識の向上を図り、情報セキュリティ管理体制、規程類および関係法令等を理解させるために必要な研修実施するとともに、以下の各種セキュリティ対策を実施。
・第三者による脆弱性診断(ペネトレーションテスト）
・標的型攻撃メール訓練
・各端末随時にアップデートを実施
・適宜にセキュリティ対策に関する社内教育を実施し周知徹底している。

②ウォッチガード・テクノロジー社のセキュリティソフトを導入することにより、不正侵入検知・防御 (IPS)、URLフィルタリング、ゲートウェイAV、アプリケーション制御、およびアンチスパムから、クラウド型サンドボックス、情報漏えい防止など、高度な脅威に対し対策を実施している。

③情報セキュリティ部門管理者が、情報セキュリティ関連規程に定める事項の有効性・妥当性及び遵守状況の評価を行うため、手順に基づいた自己点検を定期的に実施。

④当社ホームページにおいて「SECURITY ACTION」二つ星を自己宣言
https://boundary-gyouseisyoshi.com/news/3603/

⑤監査の実施に関する事項
　チェックシートに記載



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。







































様式第１６（第４０条関係）（第四面）
（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

